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事業の計画・内容

整備内容 事業実績
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運営体制
1

（ ）
2
3

評価指標

評価

事業費（人件費除く）の財源内訳

事業類型 Ⅴ 施設の管理・運営 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業種別 継続 単独

事業名 528 青少年センター運営経費
会計 01 一般会計

款 10 教育費

基本施策 37 子どもたちの健やかな成長を促す
項 05 社会教育費

目 04 青少年育成費

施　策 1 青少年健全育成活動の推進
細目 102 青少年センター運営経費

細々目 01 青少年センター運営経費

評価者
氏　名

前田　明伸 連絡先
基 本 計 画 該 当 頁 145

担当部課
コード

）

22 9679

行革大綱の重点事項番号 名称 教育委員会　生涯学習課 (内線) 3830

450400

事
業
目
的

対象等（何が、誰が）

関連事業

成果（どうなるのか）

市内の児童生徒や未成年者 街頭補導活動や相談活動、環境浄化活動を行うことによって青少年の非行の防止や青少年犯罪を防
止する。

（※対象件数

根拠法令・要綱等   伊賀市青少年センター条例

開始年度 平成

終了年度 平成 年度

年度

事
業
内
容

街頭補導活動（定時補導・随時補導・特別補導）
相談活動（来所相談・悩み相談電話・訪問）
環境浄化（不良環境点検巡回・環境浄化運動）

状
況
変
化
等

補導する少年の人数は横ばいですが、徘徊する時間帯や徘徊する場所が変わってきており、青
少年の姿が見えにくくなっいます。このことからも決してかわらないとはいえない状況です。

H21
活動指標 単位

実績値 目標値

101規模・構造
H20

補導員数 人 101

建設用地

101 目標

H18 H19建設面積（延床面積）

101
総事業費 千円 実績 101 実績 101

目標

補導員の補導回数 回
目標 300
実績 301

目標 300
300 300

実績 338
運営主体 目標

　委託先 実績 実績

― 目標

配置（予定）人員 3 人 目標 ― 目標

年間運営費 4,991 千円 実績 実績

4 市内の類似施設 目標 ― 目標

実績 実績

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H18 H19 H20 H21

被補導少年数 街頭補導活動や相談活動により年間の被補導者数が減少する。 人
目標

55
実績 66 実績 70

90 目標 60
55

有害図書自動販売機設置箇所数
環境浄化活動の成果として有害図書の自動販売機設置台数が減少す
る。

台
目標

22
実績 24 実績 24

25 目標 23
23

評価項目 ポイント 評価項目についてのコメント

必要性 4
伊賀市（上野地区）の市街地には市内の高校生の多くが通学し、遊技場や販売店が集中しています。青少年健全育成活動は警察・学校・地域等社会の責任であり、民間等と協力し
ていきます。

有効性 3
平素の活動が青少年の非行への抑止力になっています。被補導少年数はやや増加していますが、街頭での少年の姿が見えにくくなっています。又、有害図書の自動販売機設置者
は遠方の人も多く、申し出に答える人は皆無です。

達成度 4 定期的・継続的に事業を展開することが青少年の非行の拡大を防ぎ、粗暴化を抑えることになります。補導回数の増加が被補導件数の微増につながりました。

効率性 4 活動は十分機能しており、経費についても削減の余地はありません。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

　

Ａ 現状維持 一部活動の範囲を市街地から郊外に広げていますが、拡大が可能か検討する必要があります。

進
　
捗
　
状
　
況

年度
平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容

数量 単位 金  額
平成２１年度 計画内容

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容

(千円) (千円) 　 (千円) 　 (千円)
主任補導員報酬 3,903 主任補導員報酬 3,903 主任補導員報酬 3,903 主任補導員報酬 3,903
補導員報酬 967 補導員報酬 803 補導員報酬 846 補導員報酬 846

工事
印刷製本費 49 印刷製本費 49 印刷製本費 68 印刷製本費 68
修繕料 63 修繕料 63 修繕料 108 修繕料 108

その他 150 その他 173 その他 196 その他 196

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 5,132 事業費計(A) 　 Σ 4,991 事業費計(A) 　 Σ 5,121 事業費計(A) 　 Σ 5,121

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,296 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,296 864人件費（Ｂ） 0.1 人 864 人件費（Ｂ） 0.1 人

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 6,428 6,287

（Ａ） 事      業      費 5,132 4,991

5,985

5,121 5,121

5,985

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金

地   方   債

そ   の   他

県 支 出 金

一 般 財 源 5,132 4,991 5,121 5,121

受益者負担

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

計 5,132 4,991 5,121 5,121

民間委託等指定管理直営


